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6,000億米ドル
直近10年間で日本企業が
M&Aに投じた合計資金額

57％
「合併する企業同士の企
業文化の不適合」がM&A
失敗の主たる原因だと考
えるビジネスリーダーの
割合（アンケート結果）
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概要

世界のM&A市場における日本企業関
与の割合は近年ゆるやかな増加傾向に
あり、今後もこの増加トレンドが減少に
転じることはまず考えられない。

日本企業の海外における企業買収・
子会社化が拡大・日常化する中で、PwC
ではいかにそれがより大きな価値を創
出し得るか検証を重ねてきた。

日本企業における企業買収の現状を
見渡すと、買収先選定フェーズにおいて
は細心の注意が払われるにもかかわら
ず、子会社となった買収企業へのその後
の関与は最小限にとどまり、その後の進
展が子会社自身に委ねられているケー
スが多い。PwCとしては、「買収先との
シナジーによる価値創出最大化こそが
M&Aにおける不可欠要素である」という
観点を投じることで、「買収・子会社化が
成立した後は放置」というモデルが散
見される現状に好ましい変化をもたら
したい。

企業買収を考える日本企業の多くは、
買収候補先の財務デューデリジェンス
に莫大な時間と労力を費やす一方、組
織面についてのデューデリジェンスおよ
び買収後の組織・事業統合計画の遂行
に最小限の時間しか割いていない。そ
の結果、M&Aの成功が必要以上に難し
いものとして多くの企業の前に立ちはだ
かっている。

PwCが過去に深く携わってきたクライ�
アント企業の実際の買収案件および独
自調査の結果から浮かび上がってくる
のは、現状のようなアプローチを取って
いる限り、「日本本社と海外買収先の間
のコミュニケーション不全」や「買収先子

会社の従業員エンゲージメントの低迷」
などの事象出現を免れることは難しく、
最終的に買収によって本来もたらされ得
た価値が創出されないという失敗に繋
がりかねないということである。

組織文化が企業業績に与えるネガ
ティブなインパクトも最大57％と顕著で
あり、この側面については、M&A失敗の
主要因として「企業文化の不適合」が挙
がった経営陣対象のアンケート結果とも
符合する1。

業界を代表する日系グローバル企業
各社CEOへのインタビューで明らかに
なった企業買収・海外の子会社運営に
おける企業文化面でのチャレンジは以
下のとおり：

•	�海外チームのエンゲージメント（巻
き込み）

•	国を越えてのコミュニケーション

•	衝突／対立の解決

•	有望な人材のリテンション

•	�海外子会社の運営が適切に行われ
るような経営陣の準備

本レポートで示していくように、日本独
自の職場文化が、買収後の企業統合の
成功をさらに難しいものにしている。

とはいえ不可能だということではなく、
事実、武田薬品工業、日立、三井物産、み
ずほをはじめとする数々の企業が過去
行ったM&Aを成功裏に収めている。

1 引用元：ハーバード・ビジネス・レビューおよびタワーズ・ペリン・スタディによって2002年に実施された136人の
経営陣を対象としたグローバル調査結果
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2.	�タレントマネジメント・グローバルモ
ビリティ戦略、および付随するプロ
グラムを構築し、海外拠点への人材
の適切な登用、そのための準備や配
置・マネジメントが確実に実施され
るような体制を構築

3.	�パフォーマンスマネジメント実践
の再設計。特に、上司層が「真摯な
フィードバック」「パフォーマンスに
ついてのディスカッション」を行う能
力をHRのシステムを用いながらい
かに向上させるかについて

4.	�部署部門・国・本社支社を越えたコ
ミュニケーションと協働の機会を増
やすことで関係性を強化し、組織内
の専門知識・強みを最大活用し事業
機会を最大化 

5.	�組織内の透明性を追求し、意思決
定に子会社を関与させることで、役割
（特に駐在社員）・指揮命令（報告）
系統を明確にし、子会社内の混乱を
最小化する。文化の違いによって生
じる問題を最小化するため『Chief 
Japan Officer（日本担当最高責任
者）』など、その国（市場）に特化する
役職者を据えることも考慮する

これらの提言は、この後さらに詳しく
M&Aサイクルの中でどう対応している
のかについて説明される。いずれの提
言も、「人」を中心に据えて構築された
施策である。

企業文化融合を実現するモデルはさ
まざまあれど、北米・欧州・オセアニア・
その他アジア各地において子会社の買
収を行う上で、いずれにも共通する手
立て・観点が存在する。

本レポートでは、M&Aの企業統合成
功のための土台確立に対する5つの提
言をPwCより行なっている。

これら提言全てに共通している大前
提とは、異なる文化圏間に大きく存在す
る文化特性および仕事の取り組み方の
違いを「理解し受け入れる」ことの重要
性である。その前提が共有されているこ
とによって、かかわる全関係者からのよ
り大きな理解が得られることとなり、ひ
いては全関係者にとって有益な仕事の
取り組み方が確立される。

1.	�子会社に向けた戦略についてのコ
ミュニケーションを、必要に応じて戦
略策定段階から巻き込む／文化圏
をまたいだ戦略セッションを実施す
ることなどにより改善
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1.序論
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1.序論
かつて「グローバリゼーションは本質的にあらがえないものであ
る」と言ったのはビル・クリントン氏である。

明るい未来実現の鍵は、
「柔軟性」と「自らを再構築する
能力」に潜んでいる。
ジョン・ウィリアムズ（PwC）

2000年ベトナム・ハノイの大学生に�
向けて講演をしたクリントン氏は、冒頭
のコメントに続けて、「グローバリゼーショ
ンとは、自然における風力や水力と同様、
経済世界という自然の摂理にかなった
現象なのである」と続けた。

講演は以下のように続いた。「私たち
は風の力を利用して帆船を前へと進め
る。私たちは水の力を利用して電力を
作る。風や水の存在を否定しても何の
価値も生まない。あるいは、それらをな
いものにすることも不可能である。グロー
バリゼーションも全く同様である。その
恩恵を最大化し、リスクを最小化するこ
とはできようが、グローバリゼーション
を無視することも、どこかへ追いやるこ
とも不可能なのだ」

この講演から16年たった今、欧米の
グローバリゼーションに対する姿勢は当
時のようなポジティブな様相を呈してい
ない。ブレグジット、TPPの崩壊、米国
の政局など、さまざまな政治の世界にお
ける現象からも、欧米の大衆が今現在、
グローバリゼーションをどう捉えているか、
その懐疑的な心象が見て取れる。

一方、2050年までに世界のGDPの
50％を担うようになるといわれる躍進目
覚ましいアジアのグローバリゼーション
の捉え方は正反対だ。

グローバリゼーションについての支持
率は、アジアの多くの地域で70％を超え、
インド・ベトナム・フィリピンに至っては、
その比率が80％を超えている。

この傾向は観念的な支持にとどまら
ず、目に見える動きとしても顕著である。
例えば中国の新シルクロード経済圏構
想「一帯一路」では、中国と欧州を結ぶ
新たな陸上／海洋貿易ルートを再構築
するために5,000億米ドルの予算が割り
当てられている。

グローバリゼーション支持の地政学
的シフトは、生じている変化の一側面
でしかない。PwCが2017年に発行した
『Workforce of the future 2030』 で
は、2030年に向かって企業およびその
従業員が直面する世界的メガトレンドが
言及されている。言わずもがな「劇的な
速さで進行する技術変化」（AIによる多
様な仕事の機械化・自動化という文脈で
の取り上げられ方が多い）以外にも、今
後数十年を形づくるメガトレンドとして
PwCが挙げたものの中には、急速な都
市化の進行、人口構造の変化、新興国の
台頭、気候変動と資源不足などがある。

PwCのPeople and Organizationグ
ローバル共同代表であるジョン・ウィリア
ムズによれば「間違いなく言えるのは、
明るい未来を実現する鍵が『柔軟性』と
『自らを再構築する能力』に潜んでいる
ということ。リーダーは決まった未来で
はなく、進化し続けるたくさんの筋書き
をはらんだ流動的な未来について計画
を立てることが求められる」と言う。

近年、海外子会社のネットワークとそ
れがもたらす利益を構築するために努力
してきた日本の多国籍企業は、この変化
する環境の恩恵と脅威を痛感している。

国内市場縮小と、母国の経済環境低
迷は、企業が海外に進出し、輸出収入の
流れを確立する上で強まり続ける圧力
であった。

今後世界が大きく直面する課題として
は、各国経済の部分的規制撤廃や国境を
越えての競争の激化などが挙げられる。

日本企業について言えば、日本国内
の人口減少や市場の縮小、また近隣諸
国の経済の急成長などの向かい風の中
で今後戦っていかなければならない状
況が待ち構えている。
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1 経済協力開発機構（OECD）： 「Global competency for and inclusive works」
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日本企業（金融サービス業除く）はいまだ内部留保積み増しの傾向

引用元：財務省（日本）

単位：10億米ドル 
（$=110円）

単位：10億米ドル 
（$=110円）

このままいけば、現在1億2,700万
人である日本の人口が、21世紀末まで
に半分になるといわれている。65歳以
上の人口の割合が既に全体の4分の1
に達しているといわれる高齢化社会に
あって、日本企業は既に国外企業を対

象としたM&A戦略に舵を切っており、
そのペースは、経営拡大のための借り
入れが近年さらにしやすくなったことも
あり、加速の一途をたどっている。

最近のデータによると、日経225企
業群の現金および現金同等物の総額
はおよそ209兆円（1.9兆米ドル）。極め
て高いレベルにある内部留保総額400
兆円（3.6兆米ドル）と併走する形で積
み上がっている（上図参照）。

トムソン・ロイター社のデータによれ
ば（次頁図参照）、日本はこの10年で
M&Aに6,000億米ドル以上の資金を
つぎ込んでおり、2009年を契機に、国
内におけるM&Aから国外でのM&Aへ
とその軸足を明確に変えてきている。

M&A案件の総数、総額ともに急増を
見せているが、その中でも大きかった
のが、ソフトバンクによるスプリント・ネ
クステル・コーポレーション（米国：201
億米ドル）とARMホールディングス（英
国：320億米ドル）の買収、東京海上日
動火災保険による大手保険会社 HCC
インシュアランス・ホールディングスの
買収（米国：750億米ドル）、日本郵政に
よる物流会社トール・ホールディングス
の買収（オーストラリア：60億米ドル）
である。

日本企業におけるM&Aの歴史を振
り返れば、数十年にわたる融資の受け
やすさゆえに、結果を伴わない投資も
継続できたという経緯がある。しかし状
況は変わってきており、投資家は「より
規律ある資本投下」と「より高い配当利
益」を求めるようになってきている。

それはつまり、これまでのように日本
の親会社への統合がほとんどあるいは
全く期待されないような日々がもはや
訪れないことを意味している。今後日本
企業が買収を行うということは、真の意
味でグローバルなビジネスに転じる、と
いうことを意味するようになる。

日本に多数存在する中小企業に海
外M&A活動が波及するまでにはまだ
時間があるが、それ以前の今の段階で
既に、多くの日本企業が「M&Aによって
もたらされるシナジー効果」を切実に求
めるようになってきている。

であるならば日本企業は、現地子会
社が内包する活力・多様性・熱意やポ
テンシャルが最大限の結果となって実
を結ぶよう、「子会社への権限移譲を可

能とするような組織体制」を構築しなけ
ればならない。

構築する体制は、日本が有する品質・
顧客サービス・製品開発・製造スキル・
ブランド開発などに対するこだわりを
現地子会社に浸透させるものである必
要もある。

企業文化は今後、いまだかつてない
ほど決定的な要素となっていく。最近
の経済協力開発機構（OECD）によるリ
サーチ1では、「多くの仕事において、多
様性の高いチーム内での効果的で適
切なコミュニケーションが成功要因で
あるにもかかわらず、今現在、世の中
に見受けられる文化的能力（cultural 
competence）は不十分なレベルにとど
まっており、教育界における『グローバ
ルコンピテンス』というコンセプト浸透の
努力もいまだ始まったばかりの段階であ
る」と述べられている。

日本の投資家にとって、「グローバル
コンピテンシー」と「異文化間スキル」
はどちらも、新たな国際市場への参画
を成功裏に収めるために必要不可欠な

現金および現金同等物
日経225企業群

内部留保
日経225企業群



10  |  日本企業のポテンシャルを最大限生かすために

マイヤー氏が記しているとおり、「根回し」（会議の前に各関係者
に個別に話を通し事前に集団としての意思決定の方向性を固め
ておく慣習）や「稟議」（さまざまな提案が、経営陣に到達する前に
中間管理職層のフィルターに通されるプロセス）といった習わし
は、ドイツの企業以外、グローバルな企業の文化としてはあり得
ない。
ハーバード・ビジネス・レビュー

1 The Big Idea： The New M&A Playbook
ClaytonM. Christensen, Richard Alton, Curtis Rising, and Andrew Waldeck, Harvard Business Review,2015
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引用元：トムソン・ロイター

ものとなる。

企業レベルで考えても、日本のビジネ
ス文化と欧米のビジネス文化、そして実
際には日本とアジアのビジネス文化に
おいても大きな違いがあり、日本企業と
それらの国々の企業の間でのジョイント
ベンチャーの設立、合併あるいは協働な
どにおいては、初期段階から両者がそ
れを強く痛感させられることとなる。

日本は、「極めて合議的でありながら
序列を重んじた意思決定を行う国」であ
り、INSEAD教授エリン・マイヤー氏が
13年にわたって作成しハーバード・ビジ
ネス・レビューに記事として掲載されて
いる「意思決定文化についての各国マッ
ピング」からも、日本の組織の意思決定
の文化は他国のそれと相いれないもの

であることが分かる。

M&Aにおいてこうした先天的な違い
による溝が深まっていくのは、往々にし
て買収完了後である。日本の合議ベース
の意思決定モデルを理解・把握しようと
努力する中で、日本の親会社からのスト
レートでないコミュニケーションの本質
を捉えられずに悩む買収された側の海
外子会社は多い。

日本の親会社側では同時に、買収先
海外企業の曖昧で体系化されていない
プロセスにつまずき、従業員のモチベー
ション喚起、労働組合や現地の規制関
連の問題、その他のリスクにいかに対応
するかなど、子会社をマネジメントする
上で直面するより複雑な課題の理解を
欠き苦戦が続くといったことがままある。

過去世間で実施されたM&Aの失敗
率は70％から90％と結論づける統計
調査が複数存在する中で、国境をまた
ぐM&Aであればその値がさらに高い
ものであるのは想像に難くないであ
ろう。マッキンゼーが過去行ったアン
ケート調査「Perspectives on Merger 
Integration」によれば、経営陣の25％が
「企業文化の不適合」こそが多くの買収
が失敗に終わっている要因だと考えて
いる。また経営陣の50％が「企業文化の
適合」こそが価値を向上させる合併の核
心であると考えている1。

※折れ線グラフは世界のクロスボーダーM&Aにおける日本のシェア（金額ベース。米ドル換算）

国外 国内

売却

買収
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企業文化の不適合こそがM&A失敗の	
最たる原因として挙げられた2

2 経営陣132人へのグローバルアンケート調査（2002年）－対象内訳：欧州（45％）、アジア太平洋（24％）、
米国（17％）、その他（13％）
（HBR&タワーズ・ペリン）Survey of M&A Causes of Failure

企業文化の
不適合 57％

54％

49％

42％

24％

シナジーの不在／
期待を超えられない

新しい組織に変化を 
導入できなかった

マネジメントスタイルの
衝突／エゴの対立

対象組織を 
マネジメントできなかった

グローバルにM&Aを行っている企
業123社を対象として行われた2011
年のエーオン・ヒューイットによるアン
ケート調査では、M&Aの失敗の直接的
な原因として「企業文化の不統合」が2
番目に多く挙がった。そして最近におい
ては、この要素こそがM&Aにおける最
大の課題という認識が拡大している。

もちろん、日本を代表するような企業
はそれぞれにこれらの課題を認識し、
マネジメント／ガバナンス実践の改善
を行ったり（例：武田薬品工業、野村證
券）、人員の多様化（例：ソフトバンク、
ファーストリテイリング）、合併統合後
の施策改善（例：サントリー）、組織デザ
インにおける革新的アプローチ（例：楽
天）を実施したりと、課題を克服するた
めのさまざまな施策を展開している。

海外企業を買収した日本企業が直
面する企業文化面における困難につい
て、斬新なアプローチを打ち立てること
が本レポートの焦点であり、先に明らか
になったギャップの橋渡しをする上で
克服すべき課題をまず明らかにすると
ともに、それらを解決する手立てを提言
していきたい。
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2.企業文化の定義とその重要性 



14  |  日本企業のポテンシャルを最大限生かすために

2.�企業文化の	
定義とその重要性

私たちは、「文化」というものが何を意
味し、何を指しているのかを直感的に
知っているような感覚を持っており、日
本では、伝統・儀式・作法や行儀・社会規
範・通念などが何百年と受け継がれ存在
してきた。

ビジネスの世界を見れば、文化は個
別組織ごとに大きく異なるものである
が、最も分かりやすい企業文化の違い
は、異なる国の企業文化を比べた所に
ある。

そうした違いや、乗り越える術を検証
する前に、「文化」という言葉が指し示さ
んとしているものの全容を深く掘り下げ
て考えてみることに価値がある。

•	 �文化とは目に見えないものであり、「あ
る集団内における人々の物事への取
り組みを決定づける、そこに自律的に
継続する言動・感覚・思考・信念」と定
義できる。

•	 �組織の文化は、その組織の中でのビジ
ネスの遂行のされ方を方向づける。

•	 �文化の定義には、組織において採用さ
れる人 （々特にリーダー層）の特性が
積み上がり、繰り返しの中で「組織特
性の有機的な確立」が出現することも
含まれている。

文化とは何か？

文化とは...
「ある集団内における
人々の物事への取り組
みを決定付ける、そこに
自律的に継続する言動・
感覚・思考・信念のこと」

PwCによる文化の定義モデルにおい
て、文化とは慣性の法則を持つものであ
り、それはつまり、文化面における変化
を起こそうとすれば揺るぎない持続的
な努力が必要であるという点を示唆し
ている。
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企業文化がどのように組織に影響を与えるか 
PwCによるアンケート調査によると、84％の企業が「組織文化」を事業の成功にとって重要な要素だと考えている。

各国特有の文化特性

業界特有の文化特性

人材育成・開発

事業環境

戦略

働き方

人

文化

企業の組織文化は通常、国特有の文
化特性の影響を強く受けている。日本
であれば、合議による意思決定が好ま
れ、従業員の会社を相互に強く結び付
ける「義務」「尽くす」感覚が存在する。
また、仕事人としての誇りや「ものづく
り」という観念、個よりも集団を尊重する
気風や調和を尊ぶ精神性などが日本特
有の文化特性として存在する。

そう考えると、日本企業のビジネス文
化が世界の他のどんな場所とも異なる
独自なものとして確立されていることに
も自然とうなずける。

同じ日本の中であっても企業ごとに
組織文化が大きく異なるという現実も
ありながら、一般論として考えて、日本
企業と海外企業の間には明確な企業
文化の違いが存在すると言える。

特に、日本における雇用主と従業員
の関係性は世界的に見ても非常に稀有
なものであり、それはつまり、日本企業
が海外企業を買収する際に、買収した
側である日本企業が買収にまつわるさ
まざまな事項を海外企業とは異なる視
点で捉えていることを示唆している。

具体的違いについて、次の表を参照
されたい。

日本企業と海外企業の間にみられる
企業文化の違い

•	能力
•	多様性
•	コミュニケーション

•	バリュー（価値観）
•	意思決定
•	言動変化の計測・モニタリング

行動規範

経営方針

•	リーダーシップ
•	戦略定義
•	戦略の明確化

業務遂行

•	事業インフラ
•	組織の構造
•	 �役割分担／責任の所在明確・
アカウンタビリティ
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引用元： 「日本が関係するM&Aへの備え：M&A成功を最大化させるために」（PwC）

インドネシア
中国

ロシア

メキシコ
フランス

ブラジル

ベルギー

トップダウン

合議的

ヒエラルキー（序列）
重視フラットな組織

ドイツ

日本 

オランダ

米国

英国カナダ

オーストラリア

デンマーク

ノルウェー
スウェーデン

サウジアラビア
インド

日本企業 グローバル企業
「和（調和）」を尊ぶ／乱さないという観点が何よりも重要視される 状況によっては、何かを生み出すための衝突／緊張も必要と考える

コンセンサス（合意）重視の意思決定 トップダウン（上意下達）な意思決定

過去の実績／経験を根拠とした計画／戦略の策定 過去よりも未来を考慮した計画／戦略策定プロセス

通常、直接的でないコミュニケーションが好まれる。重要なことであって
も遠回しに、それとなく（黙示的に）伝えられる

直接的な分かりやすいコミュニケーションが好まれる。重要なことは、
明確に疑いの余地のない形で伝えられることが求められる

ボトムアップな意思決定プロセス－現場からのアイデアが中間管理職に
よって精査されたのち経営陣に届き、最終判断が下される 戦略的意思決定については経営陣が一方的に決定する

意思決定にたどり着くまでに時間がかかる 迅速な意思決定プロセス

年功序列 成果主義

転職は従業員レベルでは珍しい 転職は従業員レベルにおいても一般的

さまざまな責任（とそれに伴う権限）が本社や地域本社以外にほぼ
移譲されない 各支店や子会社にもある程度の決定権や権限が与えられる

個人的な見解の表明は慎重に 個人的な見解の表明は自由に

衝突／緊張／対立の解消に多大な時間が費やされる 衝突／緊張／対立が必ずしも悪いことだと見なされない

服装、働き方、物事への取り組み方がきちっとしていることが重要で
あり、許容範囲が限定的

国によって異なるが、コミュニケーションの取り方、服装、働き方全てにお
いて一般的に日本よりもカジュアルでくだけている

勤務時間が長く、融通が利かない 勤務時間がより短く、柔軟

成功（利益／投資回収など）について長期視点で考える 成功（利益／投資回収など）について短期視点で考える

結果よりも、卓越したオペレーション 数字的な結果こそが全て

引用元：エリン・マイヤー（ハーバード・ビジネス・レビュー）

リーダーシップ（意思決定）文化についての各国マッピング
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例えば米国人はかつて「日本は序列的で、自分たちはフラット
（非階層的）である」と捉えていた。だが日本人にしてみれば、
米国人は一緒に働いていて混乱する相手。部下に自分のことを
ファーストネームで呼ばせたり、会議で積極的な発言を促したり
するような、見かけはフラットな米国人上司が、こと意思決定に
ついては非常に独裁的であるように映るのだ。三菱の米国支社
でマネージャーとして働いていた日本人は「米国の文化は自分
にとって矛盾と不可解さに満ちたもので、日々どう仕事にあたれ
ばいいのか全く分からなかった」と述べている。
ハーバード・ビジネス・レビュー
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企業文化と業績の連関
前セクションでは国ごとの文化の違いとそれらが企業の組織文化に与える影響が記されたが、企業文化は業績にインパク

トを与えるということが調査で明らかになっている。特にM&Aの成功に関しては、企業文化の影響が大きい。M&Aが失敗に
終わる確率は、最近の数々の調査で70％から90％の域にあると示されており1、多くの経営陣がM&A失敗の要因として「企
業文化の不適合」を挙げている。これは、経営統合フェーズでの企業文化のアライメントがM&Aの成功において極めて重要
であることを示唆している。

計測とフィードバック

計測とフィードバック

強化要因

業績組織文化の他社との差異のおよそ
70％は、リーダーシップスタイルに�
由来するものとして説明可能

内因性
モチベーター

目的 
ビジョン
価値観

価値判断
トレードオフ
重要な瞬間

慣例
習慣
働き方

組織文化
意思決定 言動

コミュニケーション
構造
業績指標

個人個人の実践
（報酬訓練、才能etc.）

外部環境

リーダー層の言動 事業における
結果と成果

引用元：PwC業績

1 引用元： 「The Big Idea： The New M&A Playbook Clayton M. Christensen, Richard Alton, Curtis Rising, and Andrew Waldeck」,
ハーバード・ビジネス・レビュー（2015年）

人材マネジメントのスペシャリストで
あり日本を拠点としているPwCのパート
ナー佐々木亮輔は「生み出し得たシナ
ジーの霧消という観点で考えた時、買収
後の子会社統合失敗のコストは無視で
きない」と考える。

「子会社との統合が図れない結果、買
収された子会社の業績が変わらず、関
連会社間のクライアント相互紹介・活用
サービスやバックオフィス機能の共有な
どで期待されたシナジーが実現しない
ということがあり得る」

「米国においては、過去既に膨大な数
の日本企業による企業買収が行われて
きた。にもかかわらず、買収された子会
社同士が全く連携されることなく別個
のものとして放置されている。全くシナ
ジーが生まれておらず、そうなると、なぜ
そもそもこれらの企業を買収したのか？
ということになる」

「近年になって状況は変わってきてお
り、買収した企業には『期待されるシナ
ジーをきちんと実現させるべし』という
プレッシャーがかかるようになってきて
いる」

企業文化の統合がもたらす財務面、
人材面の利益は莫大であり、さらには副
次的な利益も無視できない。

PwCのジェイソン・ヘイズ（アジア太
平洋日本担当リーダー）は「日本企業が
国外M&Aを行った後、買収先との共通
言語となる指針やビジョンを構築し、両
社それぞれの最良な部分が反映された
真に統合された組織を作れるようになる
と、買収の先に広がる成功がより大きな
ものになるはず」と語る。

「まずは日本側が、自社で働く従業員
の理解に努め、その後、同じ屋根の下に
海外の子会社で働く従業員たちを呼び
込む。そんなステップを踏んできた企業
組織が、結果として他社よりも組織とし
て成功してきたのを私たちは見てきて
いる。組織の中にリスペクト（互いへの敬
意）がより多く存在する。キリン、電通、武
田薬品工業などがその一例だ」

ヘイズはまた、日本の企業文化という
大きな迷路に新しいメンバーが迷い込
む時にその手を取り、行くべき方向に導
いてあげられる日本人の既存社員につ
いて、日本企業はその価値を認め、そう
いった人材の流出抑止に努めるべきだ、
とも唱えている。
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現場の声
「日本独自の組織文化は、日本人のDNAの奥深くに組
み込まれた揺るぎないものであるがゆえに、それについて
学ぶ上で最良のコーチとなるのは、まさにそんな日本企
業の文化という大きな迷路で他者に行く先を示してきた
実践者に他ならない。彼らは計り知れない価値を携えて
いる称賛されるべき存在である」

みずほフィナンシャルグループのデブラ・ヘイゼルトン
氏は、グローバルな人材を親会社に惹き付ける可能性を
失うこと以外にも、買収後、企業文化の統合に失敗した場
合の直接的なダメージは計り知れないと語る。

「企業文化の統合がきちんとできなければ、買収後に期
待するさまざまな事業最適化のいずれも実現不可能だ―
収益面でのシナジー効果も、コストの最適化、マーケット
シェアの拡大も、ひいては、買収自体が破綻で終わること
に繋がりかねない。さらに、きちんとしたコミュニケーショ
ンがなければ優秀な人材は去っていく。あるいはさらに深
刻な状況として、全く仕事にコミットしない従業員があふ
れ、給料だけ支払い続けなければならない、という状況に
だってなり得る」

「本社で戦略的計画を策定し子会社に展開しようとし
ても、文化の統合ができていなければ、子会社の従業員
がその意図や具体的施策提案の背景や文脈を理解しな
いため、彼らのコミットを取り付けることは不可能」

「買収した側の日本企業は、海外子会社と文化を統合
し、子会社の参画を可能としていくような意思決定のプ
ロセスを踏んでいくことが課題である。 日本本社から海
外の子会社へ『ブレーン』を送り続けることで子会社の
『考える力』の芽を摘んでしまい、結局それにより意思の
疎通が難しくなったり、『だから海外子会社は（日本本社
は）』といったような双方向の決め付けが強固なものとな
り、日本本社と海外子会社の間の相互信頼と敬意が消滅
してしまったりする」と述べている。
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3.クライアント企業の直面する課題
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3.�クライアント企業の	
直面する課題

PwCによるさまざまな実例の検証によって明らかになった
グローバルM&Aの課題において、その根底に流れる大きな
テーマが「文化」であった

世界に存在する企業文化は千差万別であり、企業文化は企業の損益に多大な影
響を与える。となれば、買収において企業文化統合の課題をどう乗り越えるのかは、
M&Aプロセスの重要な一部に違いない。

M&Aプロセスにおいて、企業文化の違いについて企業が取る対応としては典型
的に3種類ある。

過去多くの日本企業は、企業文化の統合に「不干渉（＝ハンズオフ）」というア
プローチを取っており、企業文化についての問題解決や買収後のシナジー最大
化のために人的リソースや財務的リソースを割り当てるということを一切してこ
なかった。

一方で、欧州・米国・アジアなど日本以外の大部分の国々の企業は、よりバランス
の取れたアプローチを志向してきた。

それぞれのアプローチに、企業文化にまつわる特有の課題が生じる。だがPwCの
これまでの経験に照らすと、多くの日本企業が取ってきた「不干渉型」アプローチに
付随する企業文化の課題こそが、買収後のシナジー発揮や業績といった観点で最
も甚大な機会損失をもたらす。
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主な課題
日本企業の経営陣へのインタビュー

とクライアントの過去事例からPwCが
特定した「グローバルM&Aの失敗を引
き起こす4要因」は次のとおり。

1.透明性とエンゲージメントの欠如

海外子会社の経営陣の多くが抱え
る不満として以下の3点が挙げられる：
1.親会社からの戦略についてのコミュ
ニケーション、2.戦略決定の背景が見
えない、3.自国のあるいはグローバル
の戦略策定について一切関与する余
地がない。

これまで日本企業は、親会社の行う
戦略策定に子会社をほとんど関与させ
ずにきており、それが買収後子会社の
戦略へのコミット感・意欲の低さを生ん
でいる。

2.組織文化についての誤解

買収後、子会社に恩恵をもたらす
ためには親会社と海外子会社の円
滑な協働が欠かせないが、組織文化
についての誤解が関係をこじらせ、�
協働を難しくしているという状況がまま
ある。

3.タレントモビリティマネジメントの	
もたらす障害

マネジメントスタイルにおける課題
は大抵、組織内で鍵となる重要人材
やポテンシャルの高い人材の育成・リ�
テンションなどを難しくする。

親会社から海外子会社に送り込まれ
る人材に関して、駐在前の準備が限られ
ていて、人材を流動的に活用するプログ
ラムが確立していることはほぼない。

また多くの企業において、語学堪能
で他国の文化にも明るいグローバルな
マネジメント人材が不足しているとい
う課題がある。そして多くの場合、日本
本社で組まれた人事ローテーションの
ため、海外子会社への登用に適した人
材がいても、登用することができない
という状況がある。例えば、あるマネー
ジャーが一つの国に着任して、市場の
理解・現地への愛着を深めていたとして
も、それらを生かした十分な能力発揮を
前に、もたらし得るインパクトがより限定
的な新しい任務に召還されてしまうこと
もある。

4.子会社の業績管理ができない

マネジメントスタイルの違いやコミュ
ニケーションの壁が海外子会社の業績
の管理をさらに難しくする。

これがデフォルトアプローチである場合が多い。企業文
化統合について特に具体的な努力をしないスタンス。
そのようなスタンスが適切である場合もあるものの、
買収後、シナジーが最大発揮される可能性は限りなく 
低い

不干渉型

親会社と子会社の文化のそれぞれ最良な部分を取り出
し統合することで買収の戦略意図を最も効果的に体現
し、可能な限りシナジー効果を最大化しようとする試み

バランス型

有無を言わさぬ形で、子会社の企業文化を親会社の企
業文化で置き換えようというアプローチ。非常にまれな
ケースながらこれが最適解である場合もあるが、効果
的な形で実行するのは非常に難易度が高い。買収をし
た意図は何だったのかを改めて問われることもままあ
るアプローチである

強制型

M&A過程における買収先企業文化の	
違いへの対応アプローチ
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これら四つの要因をさらに深刻化させ
る組織面の課題としてPwCの調査で明
らかになったのは以下2点である。

1. コミュニケーション不足が助長する
組織内の不安感

日本企業と海外企業のM&Aにおいて
は、従業員が抱えるニーズについての考
慮が十分になされないことがままある。
買収された企業の従業員は大抵、「人員
整理はあるのか」「自分の職は保証され
ているのか」などと不安を募らせる。

そういった問題についてのコミュニ
ケーションが皆無あるいは最低限である
と、そういった心配が一気に噴出し、買
収された後、企業内の士気や業績の低
下を伴って急速に表出することがある。

日本・海外両側の従業員ニーズを理
解し戦略的コミュニケーションに長けた
人材を抱えていない限り、難しい状況に
陥りかねない。

買収側はまた、国・地域による給与レ
ベルの違い、外国人役員報酬に対する
期待値や法的要件などの報酬面につい
ても細心の注意・配慮を行う必要があ
る。米国においては特に、経営陣に支払
われる報酬が日本よりも格段に高い点
で特別な注意が必要とされる。

日本の本社・海外の子会社のそれぞ
れについて偏見やネガティブな決め付
けの印象が構築されないよう、それを排
除・克服する努力も求められる。

2. 組織の建て付けと物理的距離

日本企業世界進出における古典的な
型としての「東京本社＝管制塔」モデル
はもはや現実的なものでない、というの
がPwCの文化面についての課題分析の
結論である。

日本企業は長い間、地域本社を置かず、日本の本社が「管制塔」的
に世界中の子会社を管理する体制を敷いてきた。結果、国内の事
業という文脈に特化して経験と実力を付けてきた経営陣が、一切
の国際経験なしに国外における事業の運営を試みるという問題が
起きている。

20年前、グローバルにビジネスを展開する日本企業の多くは、たく
さんの日本人駐在員を世界各地に送り込み、現地の事業を運営し
ていた。当時は一カ所で全てを管理しようとする「管制塔」的な掌
握はなされていなかったのである。しかし1990年代に入ってそれ
ら企業の多くが駐在員を日本に引き揚げた。そういった引き揚げ
の余波が今になって（問題として）顕在化している。
ジェイソン・ヘイズ（PwC）

グローバル経営をしている日本企業
においては、日本国内とグローバルの事
業運営を同じマネジメントチームや組
織が担っていることが多くの問題を引き
起こしている。

M&Aにまつわる問題のもう一つの原
因が、日本の親会社と海外の子会社の
物理的距離が遠く、相互理解を図る上で
重要な役割を果たす「対面」しての接触
が限られていることにある。

海外子会社を中央集権的にマネジ�
メントし、グローバル人材を鍛える拠点
としての地域本社を置かないことが日
本企業に機会損失をもたらしている。

企業文化の統合という文脈で見受け
られる課題の多くは、過去に前に行われ
た買収や最近の買収にも共通して存在
するものである。
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現場の声
PwC日本のシニアグローバルアドバイザー田中
正明は、三菱UFJフィナンシャル・グループ（MUFG）
が買収した大企業ユニオンバンク（米国サンフ
ランシスコ）の元CEO、東京三菱UF J（B TMU）米
国（ニューヨーク）元C E O、三菱U F Jフィナンシャ
ル・グループ（MU F G）元副頭取であり、豊富な企
業経営の経験をグローバルに積んできた人物で�
ある。

田中いわく「買収した子会社現地のリーダー層に、意思
決定参画の機会、意見・見解の表明の機会、企業の最終
決断への関与の機会を提供することが非常に重要であ
る」という。

東京三菱UFJ米国のCEO時代、田中は現地採用のリー
ダー6人と日本からの駐在員3人からなるマネジメント委
員会を組成。田中は、この委員会に重要な意思決定の機

会をどんどん与えていった。「こうしたアプローチを取った
ことが、採用市場で優秀な人材を惹き付けることに繋が
り、結果的に親会社との企業文化のかい離に橋がかかる
ことになった」と田中は振り返る。

「世に名を知られる日本企業は、買収した先である海
外子会社のリーダー層や現地採用の経営陣たちと距離
を置こうとする傾向がある」
「日本の大企業で、取締役会メンバーに外国人を登用
している企業は数えるほどしかない。そういった企業は、
企業買収の重要な側面に『人材』の買収（獲得）が含まれ
ていることに気付くべきだ。買収した先の有能な人材を
効果的に活用することができないとすれば、その買収は
失敗に向かっている」
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4.現場からの視点
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4.現場からの視点

日本板硝子株式会社―多様性の尊重
日本板硝子株式会社（NSG）の「企業文化統合に全力投球する」姿勢は、日
本企業として非常に稀有なものである。本企業は、象徴的な買収として10年
前に英国硝子メーカー、ピルキントン社を傘下に収めたが、買収後に完全な
統合を実現しただけでなく、今現在、地理的・文化的両面において多様性に
富んだ経営チームを有する企業となっている。

日本板硝子株式会社の人事部において、人材開発・報酬部長を経て今現
在、アジア統括部長を務めている梯慶太氏が、日本企業のどこよりも先に企
業文化統合を試み獲得してきた洞察について聞いた。梯氏は、日本の他社も
同じ道をたどる必要があると考えている。
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日本企業が海外企業を買収した後、	
企業文化の統合が行われることはどの
程度重要でしょう？

いかなるM&Aにおいても、異なる文
化を持つ2社間において企業文化の統
合が行われることは極めて重要です。
特に日本企業は、その重要性を強く認
識する必要があります。

日本板硝子株式会社は、英国の上場
企業ピルキントン社を買収した当時、
完全なドメスティック企業でした。そこ
で、買収が成立した直後から日本国内
外両方で、外部コンサルタントによる
異文化統合セッションを実施しました。
同時に、社内の主要な経営陣全員につ
いて異文化への感度アセスメントを行
い、その結果を彼ら経営陣の評価に組
み込みました。

難しかったのは、自分たちがやってい
ることが果たして正解なのか確信が持
てなかったことです。異文化に関する研
修を実施していても、実際に関連する
問題に直面するまで、その研修の価値
は実感できません。そういったわけで、
過去の仕事経験の中で既に異文化に
まつわるリアルな問題に直面していた
人々の方が、職務経験の少ない人々よ
りも多くを学んだようです。

買収から既に10年の月日がたち、わ
が社で働く人々は日々の業務を通して
異文化に関する感度を潤沢に獲得して
きました。10年前の経営陣が異文化間
におけるビジネスの経験を有していた
としたら、おそらく私たちは当時から異
文化に関する感度の重要性をもっと認
識できていたでしょう。現実はそうでは
なかったわけですが。

企業文化の統合が高いレベルで実現
しなかった時に生じ得るリスクやネガ
ティブな影響とは？

非効率なミーティングにまつわるリス
クが多く生まれるでしょうし、非生産的
な社内政治や軋轢、誤った経営判断な
どが挙げられるでしょう。

買収後の企業文化統合に際して障害
となり得るものは？

リーダーシップ・コミュニケーション・
情報・優先順位付けの欠如が典型的な
障害として挙げられると思います。

企業文化統合のための最良の方
法は？

理想的で最良なのは、日本・海外の
両サイドから信頼を獲得できて人々
に影響を与え得るような「アンバサダー
（大使）」（仲介役人材）を見いだし、彼
らに活躍してもらうことです。

企業文化統合で、御社において特に	
うまくいった領域はどこですか？

日本側も英国側もこの10年の日々
の業務経験の中で多くを学んでいきま
した。従業員一人一人が、文化が異な
るからこその利点・難しさをよく分かっ
ています。最近は、異文化にまつわる衝
突や問題がめっきり減りました。とはい
え、言語の壁をはじめとするさまざまな
溝により2社間で誤解が生じることも時
にはあります。

なかなかうまくいかなかったこととして
はどんなことがありましたか？

10年前の日本板硝子株式会社はか
なりドメスティックな企業でした。だか
らこそ、ピルキントン社との逆さ合併は
私たちの企業文化に大きなインパクト
を与えるだろうと考えさせられずには
いられませんでした。特に、当時ピル
キントン社は収益・従業員数のどちら
においても私たちの2倍の規模の企業
でしたから。そしてわが社には、外国
人をマネジメントできるような人材が
経営陣にほんの数人しかいませんで�
した。

そんな中でどうにかその重要性を見
抜いた私たちは、買収直後から日本・英
国の両サイドで異文化に関する研修を
行い、異文化に関する感度を含むさま
ざまなコンピテンシーについての評価
を始めました。とはいえ正直言って、当
時私はそういった取り組みに効果があ
るのか全く分かりませんでした。

異文化に関する感度のトレーニング
は、実際に問題に直面して初めてその
効果が実感されるものです。まずは会社
のメンバー一人一人が、自分の日々の
業務の中でリアルな異文化に関連する
ジレンマに直面する必要がありました。
そこで初めて、異文化コンサルタントか
ら授けられた理論や学術的知識が役立
ち始めるのです。

当時は、自分たちができる精一杯の
ことをやったと思います。とはいえピル
キントン社を買収してから10年たった
今もまだ、二つの文化の間で衝突や対
立が生じることがあります。ここでいう
二つの文化とは単にNSGとピルキント
ンの文化を指すのではありません。日
本と英国の文化のことでもあります。日
本と欧米の間に大きな文化の違いがあ
るのは想像に難くないでしょう。そんな
わけで、10年たってもまだまだ衝突・対
立が起こることがあるのです。けれども
ここまでの道のりで私たちは多くを学ん
できました。そして弊社の中には、外国
人をマネジメントした経験のある人材
が増え続けています。

橋渡しが必要だった最大の文化ギャッ
プとはどんなものでしたか？

典型的な欧米と日本における違い
は、マネジメントスタイルについてです。
皆さん十分ご存じのように、日本は合議
による意思決定を重んじる国です。同時
に、日本の組織には通常、強烈なカリス
マ的リーダーが存在しません。そんな
中でも、一度物事が決まると組織全体
が一丸となって一つの方向に邁進しま
す。欧米型のリーダーシップにおいては
（もちろんさまざまなリーダーシップの
スタイルが存在しますが）、全体として
日本よりも強いリーダーシップを発揮
する傾向があります。そんな中、以前よ
りも欧米化した組織として、今現在弊社
グループでは、リーダーシップ人材を評
価するための統一された評価基準が一
つだけ存在します。
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東京の本社の文化と英国の子会社の
文化。より大きく変わったのはどちらで
すか？

弊社グループで非常に特徴的なの
は、2社が完全に統合を果たしていると
いう点です。例えばHR組織を見ても、私
は今現在アジア地域のHRの責任者をし
ています。私が報告するのは、英国にい
るHR担当役員です。彼女はそもそもピ
ルキントン社でキャリアをスタートさせ
たわけですが、今現在弊社全体のHR役
員です。というわけで、HRの本部はどこ
なのかと問われれば、答えは日本と英国
の両方なのです。担当役員がいるのは
英国、私は東京を拠点としていて、人材
開発・報酬を担当する私の直属の部下
がいるのは英国です。私たちは文字どお
り世界中に存在しています。社長がいる
のは日本、COOはドイツを拠点としてい
ます。日本の典型的な組織よりはるかに
複雑な在り方でしょう。

今の時点でいまだ社内での浸透を試み
ているコンセプトがあるというお話をさ
れていましたが、具体的にはどんなコン
セプトですか？

現在の弊社グループの企業文化を見
ると、現状手にしているもの（アセット）
を中心に考える傾向があるのです。マー
ケットインでない、典型的なプロダクトア
ウト文化であると言えるでしょう。そんな
弊社の企業文化を、より顧客中心なイノ
ベーティブな文化に変革していこうという
構想があるのです。そこで私から文化診
断ツールを提案したのですが、どうも社
内の人間は乱立する診断ツールに倦怠
感を覚えているようで、始めるタイミングと
しては良くなかったのかもしれませんね。

企業文化の統合に乗り出そうとして
いる日本企業にアドバイスするとし	
たら？

他社へのアドバイスとしては、まず異
なる文化に対してニュートラルになると
いうことです。日本企業は日本から生ま
れたわけですけれど、日本以外の文化に
対しても中立であるべきです。そして、異
なる文化にも公平であるような人々を経
営陣として選んでゆくということ。当たり
前のように聞こえるかもしれませんが、
日本企業を見渡すと、いまだに自分たち
と異なる文化を不当に扱っている企業
が見受けられるように思います。

市場についても同じように考えるべき
です。自分たちの事業がもともと日本市
場で始まったものであっても、もし日本
市場が縮小傾向にあって今後成長する
余地を持っていないなら、他の市場に目
を向けるべきです。日本市場は数ある市
場の一つでしかないのですから。

というわけで私からのアドバイスは、外
国人の人材、日本以外の文化を正当に扱
うということ。それがアドバイスです。

企業文化の統合について、現状、日本
企業はどの程度準備が整っている状態
でしょうか？またそこに成功することの
重要度とは？

個人的な見解では、異なる文化との統
合に関してあまり準備ができていない状
態だな、と思います。取締役会の顔ぶれ
を見ても、多くの企業が日本人だけで占
められている状態。このような状態では、
視点の多様性という観点で十分に担保
できているのだろうかと疑問を抱かざる
を得ません。そういったところから、大部
分の日本企業はまだ十分な準備ができ
ていないのではと思っています。

味の素に関する記事を読んだのです
が、味の素の社長は日本国外でのキャリ
ア経験があり、しかも執行役員会のメン
バー全員が海外駐在経験者だそうです。
味の素は他社以上に何をすべきなのかを
分かっているのかもしれませんね。少しず
つ状況は変わってきているのだと思うの
ですが、ともすると企業のトップリーダー
たちが変わっていないのかもしれません。

海外に投資をし、文化面でのシナジー
を発揮していくことは日本企業にとって
どの程度重要でしょう？

既に多くの日本企業が海外でM&Aを
実施して海外の事業会社を傘下に収め
ているわけですが、多くの場合、東京に
ある本社と日本国外の現地子会社を断
絶させています。東京の本社と海外の子
会社を連携させず放置している限り、東
京本社内の企業文化が変革させていく
ことは不可能です。

いくつかの企業が、国内と国外の事業
オペレーションを切り分けることを始め
ました。現実的で実用的な取り組みでは
あるかもしれませんが、究極的には日本
と海外の事業オペレーションを統合し
ていかなくては意味がないのです。なの
で、弊社の完全統合のアプローチが日
本企業の中で非常にユニークであるの
は分かっていますが、5年か10年後には
他社も事業オペレーションを完全に一
つに統合する必要に迫られるのではな
いかな、とも思います。
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5.提言
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5.提言
文化面の困難を乗り切る
20社以上の日系／外資企業の日本本社・海外子会社において調査を実施したことで、彼らの直面する課題と未来への
道筋を明確に理解することができた。以下に示す提言全ての根底に、調査セッションから浮かび上がってきた共通のテー
マがあり、いずれにも、合併後の統合における企業文化領域についてアドバイザリーサービスを提供してきたPwCだからこ
その専門知識や事例からの洞察が反映されている。

買収や合併後に企業文化のアライメント（統合）を確立することは、親会社と子会社を包含するグループ全体に自由闊
達なコミュニケーション・部署間の壁の撤廃・共通のゴールの設定・一貫した戦略の実践・パフォーマンスについての基準
設定などを実現する上で非常に重要である。PwCとしてはそういった取り組みを行うことが買収・合併後の効果を最大化さ
せ、グループ全体のシナジー発揮をもたらすと確信している。

1.戦略 2.タレントマネジメント・	
モビリティ

•	 �現地事業の文化的文脈やその国ならで
はのビジネスのやり方を理解する

•	 �戦略策定／共通のゴールの設定／�
責任と権限委譲に子会社を巻き込む

•	 �組織全体において誤解を廃しゴールを
明確にするため、コミュニケーションと戦
略実現を促進する

•	 �日本の経営陣がグローバル市場で采配を
振るうために必要となる能力が開発される
よう、対人関係能力だけでなく業務遂行能
力についてもトレーニングプログラムを整
える

•	 �リスクマネジメントのためにグローバルモ
ビリティプログラムを設計し、人材登用と
育成を成功させるため、必要なサポートや
導入を提供する

•	 �組織全体で一貫したKPIを掲げ、戦略策
定実現に従業員を導く

•	 �建設的なフィードバックを適時提供する
ことでグループ全体の業績改善に貢献�
する

•	 �組織内各所のメンバーとともに、信頼構築を妨げるコミュニケーションの壁を撤廃する。一つの企
業文化で束ねられたチームを創りあげる

•	 �部署部門／国境を越えた協働・コラボレーションを促進し、本社はグループ全体に散らばって存在
する経験や専門知識を持つ人材を活用する施策を展開して事業機会を最大化する

4.関係構築

3.業績管理

5.透明性

•	 �意思決定プロセスに子会社が最大限関与できるようにし、決定事項の詳細と事業に広く与える�
インパクトについて、子会社が理解し受け入れている状態を作る

•	 役割（特に駐在員について）と指示命令系統について、混乱が生じないよう明確化する

•	 建設的な戦略策定議論を妨げるコミュニケーションの壁を撤廃する

文化におけるアライメント確立のための提言
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多くの日本企業は、組織における役割・責任を細かに規定・明文化
する注力をしている。しかし、組織をまたがるような役割・責任、す
なわち企業文化の軋轢のような領域はまずそこに記述されていな
いと考えられる。
ジェイソン・ヘイズ（PwC）

コミュニケーション、透明
性、早い段階で始めること
の重要性
本セクションに記されている提言全

てに共通しているテーマは「オープンマ�
インド」と「相互に学びあう姿勢」である。

本レポートでは親会社と子会社の両
方の企業戦略の達成に向けて一体と
なって取り組むことの重要性を強調し
ているが、それが高望みだとしても、少
なくとも親会社の掲げる戦略達成に向
け一丸となった取り組みがあること、ま
たその全体戦略の中で子会社がどうい
う位置づけなのかについてのコミュニ
ケーションが適切な形で子会社に向け
てされていることが欠かせない。

理想的には、買収された側である海
外子会社が全体戦略に貢献できる、あ
るいは、全体戦略の意図や背景を理
解できる仕組みが確立されるべきであ
る。そういった仕組みにおいては、日本
では「それとなく伝える形」で、欧米諸国
では「より直接的な形で」内容が伝わる
よう、柔軟性があることが望まれる。

また、人々が目標を共有しているとい
うような、より包括的な（さまざまな人を
巻き込む形の）環境作りも重要である。
優先順位やマイルストーンを認識し、
親会社と子会社の間に互いを尊重し信
頼する空気がなければならない。そし
て、問題が存在するような場合には、手
を取り合ってその解決に努めていくよう
にする。

そうした上で次に取り組むべきなの
が、双方の企業から「チェンジエージェン
ト（変化の触媒役）」となり得る人材を起
用したチームを組成し、社内外のスキル
を有効活用してゆくということである。

グローバルモビリティこそ
が持続的成功の鍵
合併後、注力すべきもう一つの領域
が、人材異動プログラムを効果的に用
いることで達成される企業文化の相互
触発や交流である。親会社と海外子会
社の間で人材の異動が起こることで、
自然と企業文化の異花受粉が起こって
いく。

国境を越える人材流動性が今後増
していくと予想したグローバル企業
の割合は89％に上り（PwC「Modern 
Mobility survey」）それが今後の事業
成長と成功に重要な役割を果たすと認
識されている。

多くの日本企業幹部が、日本人が皆
無の海外環境で働くという経験を持ち
合わせていない。そのような中でモビリ
ティプログラムを成功させるためには、
海外子会社に異動する前に、事前イン
プット・準備のサポートを提供し変化に
対応できるだけの素地を作っておく必
要がある。

近年増加傾向にある合併後の実施
施策として、本社の人間と海外子会社
の幹部を日本に集めて行う『合併導入
セッション』があるが、それを実施する
上でも人材マネジメントが重要である
とPwCの佐々木亮輔は言う。

「合併導入セッションは、日本・海外両
サイドの幹部が一堂に会し、互いの違
いや共に歩んでいくことで生まれる機
会についての理解が始まる場である」

日本から経営陣が送り込まれた海外
子会社において、日本人マネジメントと
現地従業員たちとの間に軋轢・溝・問題
が生じた際には、現地でオフサイトワー
クショップを開催し、相互の異文化への
理解レベルを上げていくといった取り
組みを行う。

アカウンタビリティ（責任と
権限）付与による文化統合
促進
異文化についての座学を提供するだ
けでは企業文化の統合は起こらない。
企業文化に関する責任については、日
本の親会社側の経営陣に正式な役職・
役割として手渡すべきである。そうする
ことでこの領域について結果を出すこ
とに対し、経営陣が努力するのである。

日本人は自らの職務や役割責任を超
えたことを行わない傾向があり、問題
が発生したとしても正式な役職・役割
が付与されていない限り、自発的にそ
の解決にあたることはほぼないと考え
られる。よって、企業文化の統合を前に
進めようと思うのであれば、企業として
効果的なアカウンタビリティ（責任と権
限）の設計が必要とされる。

人材マネジメントこそが真
のグローバル企業への鍵
ここまでで述べられた「トラブル
シューティング（問題解決）」ステージ
を過ぎたら、次のゴールはグローバル
なタレントマネジメントを成功させるこ
とである。これはすなわち、経営陣が日
本・海外を問わず自在に任務に就き、
各所で習得した学びを携えてグローバ
ルに活躍できるような仕組みを構築す
る、ということである。現状の日本企業
を見渡すと、いまだ手ごわい言語と文
化の壁に阻まれて、この実現には多くの
課題が残されている。

「仮に外国人が海外子会社のCEOの
職に就くとすると、『全てが日本語で執
り行われている日本本社といかに良好
な関係を築くか？』ということが大きな
命題となる」とPwC佐々木亮輔は言う。
佐々木は、「実験的に社内公用言語を
英語にした複数の日本企業の中で成功
しているものは多くない」とも加えた。
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日本企業が本当にグローバルになりたいと願うのであれば、本社
において解決しなければならない企業文化面での課題が山積し
ている。それを一気に解決する特効薬はいまだない。いくつかの
企業は、地域ごとのマネジメント体制を敷いている。北米圏につ
いては米国人幹部がトップに、シンガポールや欧州もそれに準じ
る形で、といったように。
佐々木亮輔（PwC）

2014年4月、みずほフィナンシャルグループはロイヤル・バンク・
オブ・スコットランド・グループ（RBS）から北米アセットを選択的
に買収。買収ポートフォリオは金額にして360億米ドルで、買収の
タイミングで130人の従業員がRBSから移籍した。2社の企業文
化の適合不適合については買収の動きの初期段階から重要であ
ると考えられ、デューデリジェンスにおいて評価がなされた。違う
国だからこその文化の違い、企業文化の違い。どちらか一方ある
いはその両方が原因で文化面での統合が難しいと判断された場
合、買収そのものを断念するのが賢明な場合もある。みずほの経
営陣は、RBSが文化面において適合する相手であると判断した。
これに関しては、みずほ・RBSの双方が自社の企業文化について
のしっかりとした自己理解を持っていたことがそれを容易にした。
みずほフィナンシャルグループ

「日本企業としては、海外子会社出身
の外国人幹部に成功してほしいと思っ
ている。これら企業が本当にグローバル
になっていきたいのであれば、そういっ
た海外子会社経営陣を日本本社の経営
陣として迎えていく必要があるが、当事
者である彼らが東京で働き、そこでキャ
リアを終える心構えができていない状
態である」

PwCのジェイソン・ヘイズは次のよう
に言う。「海外駐在から帰国した社員の
マネジメントについても、本社がより積
極的に、彼らの中に蓄積された経験やス
キルを把握し活用する動きを取る必要
がある」

「日本の企業は、海外駐在経験者の
経験に大きな価値を見いださないき
らいがある。まるでそんなものなど存
在しないかのように、帰国した彼らに
日本市場にフォーカスした役割を与�
える」

「従業員に経験を積ませるために多大
な投資をして海外に駐在させるのであ
れば、彼らが帰国した後、買収した海外
企業の合併統合のサポート、あるいは、
海外子会社のマネジメントにアサインす
ればいい。企業として、いかに世界市場
における存在感を拡大し強化するかに
結び付けて考える必要がある」

10年以上日本企業・機関に携わって
きたPwCのアーロン・ダウニーの見解で
は、企業文化統合が最も成功するケー
スとは、買収された企業の人々が非常
に早いタイミングで、買収後の組織の中
に誇りや成功を見いだせた場合だとい
う。そしてそういった「誇り」や「成功」と
いった要素が、親会社である日本企業
が掲げる戦略にとって重要な要素と結
びついた時、望み得る最大の結果が花
開くのだという。『変化に適応し、相手か
ら学ぼう』というコミットメントが双方に
ある状況において最高の結果が達成さ
れる。
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機会発掘 デューデリ
ジェンス 買収提案 合併後

統合元年

M&Aサイクルのどこで「企業文化」文脈が登場するのか

買収を検討する企業の文化が自社のそれと適合するか、
はたまた望ましいものであるかを収集情報から簡易的
に診断する（買収検討の理由、目指す統合レベルに合わ�
せて）

企業文化の適合性と合併後の統合計画を、買収提案の一部
に組み込み、対象企業および市場全体に提示する〔企業文化
のアライメント（統合）が買収の成功において重要であるとい
う前提を踏まえて〕

人事面についての詳細なデューデリジェンスにより、企業文
化を統合していくにあたって具体的に深堀調査が必要な領
域が明らかになる。例：休職パターン、報酬・福利厚生分析、
復職分析、勤務年数・職務階層データなど

包括的な企業文化統合計画（重要施策：3～5）

M&Aサイクルの早期段階で企業文化アセスメントに注力す
る企業は、買収後の企業統合において問題が起こりにくい�
（特に、高いレベルの統合が必要であればあるほど）

合併後統合ステージにおいて「企業文化」について全く取り組
まない企業、あるいは、それがより深刻な問題として表出する
まで放置する企業は、買収がもたらす恩恵を完全には享受し
にくい

引用元：PwC M&A専門家提言

M&Aにおける成功要因としての「企業文化のアセスメント」

異なる歴史・文化・地理的テリトリー・や
り方を背景とする2社が統合された組織
の中で企業文化のアライメント（統合）を
達成していくのはあまりにも途方のないこ
とのように思われるかもしれない。

しかし本レポートの前段で確認さ
れたとおり、買収した側・された側の
両社の成功には、企業文化のアライ�
メント（統合）が必須の要件としてある。

両社が間に横たわる溝を克服する努
力を始める時期は、早ければ早いほど

よいというのがPwCアンジェラ・ハリス
の見解である。

「最初にしっかりと捉えることが肝要
だ」「最初に時間をかけて企業文化に
関して押さえるべき事項を理解し、そこ
についての施策を策定する。そうするこ
とでシナジー創出が容易になる」

「人は、周囲と理解のレベルをそろえ
たいものであり、ここが非常に重要であ
る。国内の合併案件であってもさまざま
複雑な要素がある中で、それがグロー

バルな国境を超える合併となれば、国
という文化的背景の違いも加わり複雑
性が何倍にもなる」

言ってしまえば、企業文化統合への
取り組みは、買収が完了するよりもかな
り前の段階から始まるべきものである。
事前の調査を念入りに行い、買収が完
了して企業文化の統合をする際の難易
度がいかほどかを見極め把握しておく
ことが非常に重要である。

どこから始めるか

PwCが共同協賛をしてエコノミスト・
インテリジェンス・ユニットによって実施
された調査は、海外企業を買収した日
本企業について、「買収後、子会社となっ
た企業を掌握するための初動が遅く、子
会社において、望ましい企業文化を確
立するチャンスを逃してしまっているこ
とがままある」と指摘している。

続く本文の中で調査は、買収成立の
余韻がまだ残っている時期に直近につ
いてフォーカスした動きを起こすことが
重要であると述べており、初動が遅れる
ことが子会社運営の手綱を握り損ねる
ことに繋がり、結果、子会社内の士気低
迷を巻き起こしかねないとも記述して
いる。

企業文化統合において生じる問題の
対応準備については、買収が成立する
よりもかなり前の段階からスタートさせ
る必要がある。

企業買収を検討する企業は、リサー
チ・デューデリジェンス両段階において
「企業文化の適合／不適合」を確認要
件の一つとして据える必要がある。そう
することで、企業文化統合プロセスを買
収成立よりも前の段階で始動させるこ
とができるようになる。

企業文化統合のための施策は「買
収」プロセスの一部としてしっかり組み
込まれるべきものであり、「なんとなく取
り扱っておくべき」領域として終盤で触

れられるのではタイミングとして遅すぎ
る上に深さが足りず、意味ある結果に
は繋がらない。

理想的なアプローチとしては、買収
検討段階で候補企業の文化について
概要把握のための診断分析を行い、
デューデリジェンスの中でさらに深堀り
した調査を行う。買収提案が相手企業・
市場に伝わり次第、企業文統合施策を
策定し共有するべきである。

その後、合併後の統合が始まるので
ある。
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6.仮想ケーススタディ 



40  |  日本企業のポテンシャルを最大限生かすために

6.仮想ケーススタディ

仮想ケーススタディ―大型買収における	
企業文化問題を解決する

状況：

•	 �歴史の長い日本の大商社がニュー
ジーランドの林業企業A社を買収し子
会社にした。商社は既に東南アジアへ
の輸出事業を行っている。今回の買収
は、真にグローバルな企業となるため
の足掛かりであった。

•	 �ニュージーランドの子会社は大企業で
あり、アジアでのマーケットシェアを拡
大している。日本の親会社は、本企業
の子会社化を、事業規模拡大の手立
て・日本市場の収益拡大減速への対
策と考えている。日本・中国の政府間
の緊張感が高まっている中、今回の買
収により中国現地企業を買収したり、
現地法人を設立したりする必要なく実
質的に中国市場に進出を果たせたメ
リットも大きい。
•	 �通常の慣行どおり、日本企業側は買
収の決定を行う前に、日本のアドバ
イザー陣からアドバイスを受けて�
いた。

課題：

•	 �買収完了直後、この2社の企業文化
が決定的にかけ離れた、ひどく相い
れないものであることが判明した。
親会社は海外で事業を展開してい
るものの非常に古典的で保守的
な日本企業である。一方、子会社と
なった企業はグローバル事業に注
力し、大胆な変化を厭わない文化を
持つニュージーランドの上場企業。�

アジア企業を買収してきた過去実績
からも、異文化についての理解・対応
能力が備わっているという自負を持っ
ていた会社ではあるが、日本の企業文
化については実のところ全くの経験・知
識を持ち合わせていなかった。

•	 �このような決定的な違いが、時間をお
かずして両社の相互不信を生み、数々
の意思決定、子会社の業績最適化や
子会社がASEAN諸国に持つ販売・
製造・供給ネットワークの活用などが
遅々として進まない状況となった。

•	 �ニュージーランド市場において詳細調
査を行わなかった結果、世界経済や
事業環境についての見解が大きく乖
離する2社の間で企業文化を統合して
いくことがどれだけ難易度が高いこと
であるかの認識がされていなかった。

•	 �本来であればニュージーランドの企業
や業界を深く知る存在からアドバイス
を受けるべきだが、代わりに過去から
付き合いがあり慣れ親しんだ存在か
らのアドバイスに甘んじた。結果、買収
後のさまざまな準備ができていない
状況となった。
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仮想ケーススタディ―早いタイミングでの	
企業文化統合からの展開
状況

•	 �日本の消費者金融企業が、米国の
金融企業の株式の80％を取得

•	 �親会社の買収の動機となっている
魅力を感じている要素とは、日本
よりも順調な米国のGDP成長と人
口増加に象徴される米国市場の経
済・人口動向基盤

•	 �この買収は、日本市場の人口減少
を担保しようとする動き

課題

•	 �買収後も経営陣の変更はない場合
でさえ、買収合併後フェーズには常
に不安な空気が流れる。買収され
る側は特にそうである。親会社が全
く違う文化を持つ国の企業であれ
ば殊更その不安は大きい

•	 �親会社から見ても、買収後一切か
かわらないアプローチでは、米国
子会社がこれまで成功してきた（親
会社の）専門知識やシステムを受
け入れないというリスクがある

•	 �2社間にある溝を埋めて企業文化
の統合を実現できなければ、それ
はすなわち、機会損失であり、ま
た相互の誤解を深める結果とな
る

考えられる解決策

企業対企業のレベルで協働し、企
業文化アライメント（統合）策を策定
する。これにより、今回の買収が両社
のどちらにとっても利益があり持続的
な未来に繋がるものであることを示
すことが可能になる。

事業の全体戦略策定においても、
両社の関与による協働が歓迎される
べきであり、また、専門家によって提
供される異文化戦略セッションも場
合によっては有効な策となり得る。

成功が現実のものになるために
は、従業員個人レベルでの異文化や
文化文脈の理解も欠かせない。また、
かかわる全員がオープンマインドな
姿勢を持つという点も重要である。異
国へ赴任する駐在者が文化に対する
感度と理解を備えているのが重要で
あるのはもちろん、赴任先の企業／

チームが同じような感度・理解を備え
ていることも等しく重要である。

異文化理解トレーニングで達成で
きることには限界があり、そこで学ん
だ理論を実践に結び付けられるよう
になるには、実感を持っての体感が
伴うリアルな体験が欠かせない。企
業が展開できるもう一つの施策が公
式なグローバルモビリティプログラム
である。人材が2社間を活発に行き来
することで、人やアイデアの交流が促
進される。

PwCオーストラリアの日本企業
担当／グローバルモビリティパート
ナー、神山雅央は、次のように語って
いる。「企業の正式な方針・プロセス
を伴う『グローバルモビリティプログラ
ム』は、企業が事業戦略・成長戦略を
実現し、知識を共有し、社員の中にグ
ローバルなマインドセットを確立して
いく上で非常に有益なツールである」

「海外企業を買収すると、海外出張
や海外赴任が避けられないものとし
て発生する。適切な支援・リスク／コ
ンプライアンス／注意義務の適切管
理の保証とともに、人材のモビリティ
について明確な姿勢を打ち出すこと
で、会社が望む真の適材適所が実現
されることになる」

「人材モビリティについての方針と
プロセスが存在することが、海外赴
任する社員、特に本社から新しい子
会社に派遣される社員を成功の道筋
に立たせることになります。明確な赴
任の目的、成功指標が共有され、着
任準備や、メンターの存在、トレーニ
ングがグローバルな人材登用成功の
足掛かりになります。多くの企業が、
買収後統合施策の中でグローバルモ
ビリティプログラムや関連する企業
方針やプロセスを作るということをし
ませんが、それをしないことはリスク・
コンプライアンスの面での問題を生
むだけでなく、組織内に透明性の欠
如、社員間の不平等などをもたらし
かねず、ひいては買収にかけた投資
に対するリターンという観点にも悪影
響を与えかねません」

考えられる解決策

2社間の企業文化統合の破綻
状態を是正するため、親会社であ
るJ社はまず、今回の買収の取り
組み、そしてニュージーランド企
業N社から学びを得るという謙虚
なコミットメントを信念として持
ち、また、同じ考え方をニュージー
ランド企業N社に浸透させること
を目指す必要がある。

今回の2社にとっては文化を
中心に据えた変革のための介
入を行うことで協働の姿勢を取
り戻すことに大きな価値がある
と考えられる。具体的には、企業
文化の診断を行い、両社のリー
ダー層が集まって文化の統合に
ついての施策を設計するという
取り組みを行う。

その後、両社の主要ステークホ
ルダーを巻き込んだセッションを
連続して複数回行って、詳細な異
文化統合戦略を構築する。ここで
作られた枠組みが合併後の組織
全体隅々にまで効果的に伝わるこ
とが非常に重要である。

2社間の断絶に関してはグロー
バルモビリティプログラムを展開
し、ニュージーランドN社の社員
に日本本社で勤務する機会を与
え、日本の社員にニュージーラン
ドで働く機会を提供する。こうする
ことで、両社の経営陣・スタッフの
中に「異なる国・文化における最
適な物事の進め方」についての理
解が醸成され、さまざまな人や顧
客のニーズへの対応が強化され
る。

次に対処すべき課題は、異なる
拠点・文化で働く両社の社員全般
にとって効果的な人材・業績マネ
ジメントの実践を組織全体に根
付かせていくことである。

未来の買収案件で同じ問題が
繰り返されるのを避けるために
も、信頼できるアドバイスを日本
国外から受けることに投資をする
必要がある。アドバイスを求める
先は、両方の文化を熟知し、文化
に十分配慮した上で何が必要か
を提言できる必要がある。
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7.結論
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7.結論
日本企業の海外投資を誘発する要因
は今後増え続ける一方であり、同時に、
買収によるシナジー発揮の最大化（財務
的・組織的の両面で）のプレッシャーも
増していく一方である。

企業文化統合によって、買収に投じた
投資の回収がより確実でより大きいもの
となるということは、日本企業にとって、
買収先の事業が自社の中核事業とゆる
く統合されていたようなこれまでの買収
の型を超えていくことがますます重要で
あるとことを示している。このような流れ
の中で日本企業は、自社が持つ技術・資
本・R&D・製品開発・生産規格・人材など
の領域における強みを生かして、そこに
買収がもたらす活力や多様性、新たな可
能性を加えることができるようになる。

本レポートで PwCは独自のリサーチ
およびこれまで日本企業や経営陣たち
と分かち合ってきた経験を元に、いかに
日本企業と買収した企業の間で文化の
統合を実現するかについて、自分たちの
信じるアプローチを記した。

ここに記されたアプローチは、日本企
業と海外企業の違いについてうまく取り
繕うという類いのものではなく、そこにあ
る異なるダイナミクス（原動力）を理解す
ることで問題が業績に影響を与える前
に解決し、互いの強みを生かしあう道を
探る試みを行うことである。
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もちろん、コミュニケーションや協働
（特に共有された戦略的ゴールについ
て）を増やすことと同様に、それぞれの
文化の特性の違いを活発に議論すると
いうことが私たちの提唱するアプロー
チの核心ではある。

成功のもう一つの鍵は、海外駐在員
をいかにグループに取り込めるかにあ
り、また本社の社員をグローバルな企
業環境に置くことができるかということ
にもある。その核心にあるのがグローバ
ルモビリティプログラム、個々人の役割
のより明確な定義、業績マネジメントの
仕組み、フィードバックシステムの確立
などである。

同じ国籍の人間ばかりが登場する国
内の買収案件であっても企業文化の問
題は大きく頭をもたげ、ささいな一つ
の問題が合併を難しくし、2社間のシナ
ジーを失わせる。

本レポートで見てきたように、本
テーマの問題に関しては完璧な解
決策となるような一つの道筋も簡単
な答えも世の中に存在せず、長い道
のりを歩むことになりかねない。しか
し、企業文化の統合は可能であり必
要とされるものであり、それによって
もたらされる財務的・戦略的・人材獲
得などの面での成功全て実現可能で�
ある。
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